
 地域医療の確保を図る観点から、過酷な勤務環境となっている、地域の救急医療体制におい
て一定の実績を有する医療機関について、適切な労務管理等を実施することを前提として、入
院医療の提供に係る評価を新設する。

（新） 地域医療体制確保加算 520点（入院初日に限る）

［算定要件］
救急医療を提供する体制、病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に対する体制その他の事項につき別に厚生労働大臣が定める施設基準に

適合しているものとして地方厚生局長等に届け出た保険医療機関に入院している患者（第１節の入院基本料（特別入院基本料等を除く。）又は第３
節の特定入院料のうち、地域医療体制確保加算を算定できるものを現に算定している患者に限る。）について、当該基準に係る区分に従い、入院
初日に限り所定点数に加算する。
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地域の救急医療体制において重要な機能を担う医療機関に対する評価

令和２年度診療報酬改定 Ⅰ－１ 地域医療の確保を図る観点から早急に対応が必要な救急医療体制等の評価 －①

［施設基準］

【救急医療に係る実績】

 救急用の自動車又は救急医療用ヘリコプターによる搬送件数が、
年間で2,000件以上である（※１）こと。

【病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する体制】

 病院勤務医の勤務状況の把握とその改善の必要性等について提
 するための責任者の配置

 病院勤務医の勤務時間及び当直を含めた夜間の勤務状況の把握

 多職種からなる役割分担推進のための委員会又は会議の設置

 「病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」（※２）
の作成、定期的な評価及び見直し

 病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に関する取組事項の公
開（当該保険医療機関内に掲示する等）

※２ 「病院勤務医の負担の軽減及び処遇の改善に資する計画」の作
成に当たっては、以下ア～キの項目を踏まえ検討し、必要な事項を
記載すること。
ア 医師と医療関係職種、医療関係職種と事務職員等における役

割分担の具体的内容
イ 勤務計画上、連続当直を行わない勤務体制の実施
ウ 勤務間インターバルの確保
エ 予定手術前日の当直や夜勤に対する配慮
オ 当直翌日の業務内容に対する配慮
カ 交替勤務制・複数主治医制の実施
キ 短時間正規雇用医師の活用

※１ 診療報酬の対象とならない医療機関（Ｂ水準相当）を対象として、
地域医療介護総合確保基金において、地域医療に特別な役割が
あり、かつ過酷な勤務環境となっている医療機関について、医師の
労働時間短縮のための体制整備に関する支援を行う。

※ 消費税財源を活用した救急病院における勤務医の働き方改革への
特例的な対応として新設（改定率0.08%、公費126億円分を充当） 。



※ 出典 DPCデータ（令和３年３月）
令和元年医療施設（動態）調査

地域医療体制確保加算の算定状況
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地域医療体制確保加算の算定回数
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病床規模別の地域医療体制確保加算

算定状況

算定医療機関数 病院における算定の割合

※ 出典 DPCデータ、NDBデータ（令和２年４月～令和３年３月診療分）

（n=940）

○ 令和２年度改定において新設した地域医療体制加算の算定回数は各月60万回前後で推移。算定医療
機関は直近で940医療機関であった。
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40時間未満

二次救急医療機関における救急搬送受入件数ごとの勤務時間の違い

○ 年間救急搬送受入件数が2,000件以上の二次救急医療機関において、より受入件数の少ない二次救急医療
機関よりも長時間勤務（週60時間以上等）を行う医師の割合が大きい。

＜年間救急搬送受入件数別医師労働時間分布（三次救急を除く）＞

※１ 勤務時間に関する出典：医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き
方の意向等に関する調査研究」研究班

※２ 救急搬送受け入れ実績に関する出典：平成29年度病床機能報告

年間救急搬送受入件数1,000件以上
の2,000件未満二次救急医療機関

年間救急搬送受入件数,2000件以上の
二次救急医療機関

年間救急搬送受入件数1,000件未満の

二次救急医療機関およびその他の病院
（三次救急医療機関を含まない）

（割合）

40時間以上
50時間未満

100 時間以上50時間以上
60時間未満

60時間以上
70時間未満

70時間以上
80時間未満

80時間以上
90時間未満

90時間以上
100時間未満

第18回救急・災害医療提供体
制等の在り方に関する検討会

令 和 元 年 1 1 月 2 0 日

資料

２
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まとめ（全体）

• 救急搬送の受け入れ体制においては、救急搬送を年間1,000件以上受け入れている医療機関
において、地域の救急搬送受け入れの大半を担っている。

• 救急搬送を年間1,000件以上受け入れている医療機関において、地域の脳卒中や急性心筋梗
塞等の心疾患の大部分の緊急治療対応を行っている。また、これらの医療機関においては、
より救急搬送の受け入れ件数が少ない医療機関と比較した際に、脳卒中や急性心筋梗塞の対
応数が救急搬送受け入れ件数に比して高い傾向にある。（夜間入院500件以上を同様に位置
づけ）

• さらに、救急搬送を年間2,000件以上受け入れている医療機関において、地域の脳卒中や急
性心筋梗塞等の心疾患の緊急治療対応を行っている割合はさらに高い。また、これらの医療
機関においては、より救急搬送の受け入れ件数が少ない医療機関と比較した際に、脳卒中や
急性心筋梗塞の対応数が救急搬送受け入れ件数に比してさらに高い傾向にある。また、急性
心筋梗塞等の心疾患における大動脈バルーンパンピングや経皮的体外循環等や脳卒中におけ
る血栓溶解療法の対応についても、これらの医療機関において大部分の対応を行っている。
また、これらの医療機関について、医師の労働時間も長時間となる傾向がある。

• 産科救急・小児救急・精神科救急医療においては、救急搬送の受け入れ件数が少なくても地
域医療確保のために必要な医療機関の役割を担っている医療機関が存在する。

• 年間1,000件以上救急搬送を受け入れている医療機関を有しない二次医療圏については、医
療圏全体として救急搬送受入件数が少ない、単独で救急医療の大部分を担っている医療機関
が存在しない、患者流出が多い、地理的な条件（島しょ）を有する等、様々な実情がある。

第18回救急・災害医療提供体
制等の在り方に関する検討会

令 和 元 年 1 1 月 2 0 日

資料

２
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主な診療科ごとの日直・宿直・オンコール回数

○ 主な診療科の１月あたりの日直回数、宿直回数、オンコール回数の平均値及び中央値を比較すると、平均値では、日直、
宿直回数で救急科が最も多く、産婦人科、小児科も相対的に回数が多かった。オンコール回数においては、産婦人科の回
数が他の診療科に比べて多かった。中央値では、日直回数、宿直回数において、救急科が最も多く、続いて、産婦人科、小
児科の回数が多かった。オンコール回数では、産婦人科が最も多かった。

0
2
4
6
8

1月あたりの日直回数(平均値)

主たる勤務先 その他の勤務先

0
1
2
3
4
5

1月あたりのオンコール回数(平均値)

主たる勤務先 その他の勤務先

0
1
2
3
4
5

1月あたりの宿直回数(平均値)

主たる勤務先 その他の勤務先

厚生労働省「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」より集計

(回/月)

0.0
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1.0
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2.5

1月あたりの日直回数(中央値)
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1月あたりの宿直回数(中央値)

0

0.5

1

1.5

2

2.5

1月あたりのオンコール回数(中央値)
(回/月)

(回/月) (回/月)

(回/月)
(回/月)

121



○ 地域に必要な一般小児医療の実施

○ 生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援

□□小児科医院，△△病院小児科
一般小児医療（一次）

療養・療育を要する
小児の退院支援

緊
急
手
術
等
を

要
す
る
場
合
の
連
携

時間の流れ

医
療
機
能
（
重
症
度
）

【高度小児専門医療、小児救命救急医療】

○ 小児地域医療センターでは対応が困難な高
度な専門入院医療の実施

○ 小児の救命救急医療の24時間体制での実施

小児中核病院（三次）

○ 初期小児救急の実施

○○小児初期救急センター

初期小児救急（一次）

参画

【小児専門医療、入院小児救急、新生児医療】

○ 一般小児医療を行う機関では対応が困難な小児専門医療の実施
○ 入院を要する小児救急医療の24時間体制での実施

小児地域医療センター（二次）

【行政機関】
○ 子ども医療電話相談

事業（＃8000事業）

相談支援

療養・療育を要する
小児の退院支援

常時の監視等
を要する患者

高度専門的な医療
等を要する患者

重
篤
な
小
児
患
者
の
紹
介

小児医療の体制

○ 地理的に孤立した地域に不可欠で、他地域の小児科と統廃合が不適当である小児科
○ 軽症用入院病床を設置し、一次から二次医療を担う

○ 生活の場（施設を含む）での療養・療育が必要な小児に対する支援

小児地域支援病院（一次～二次）

△△病院小児科

参画
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分
娩
の
リ
ス
ク

○ 周産期に係る比較的高度な医療行為

○ ２４時間体制での周産期救急医療

地域周産期母子医療センター：296箇所

母体・新生児搬送

○ 正常分娩を含めた低リスク妊娠、分娩および正常新生児への対応

（助産所は正常な経過の妊娠、分娩および新生児のみ対応）

○ 妊婦健診を含めた分娩前後の診療

○ 他医療機関との連携によるリスクの低い帝王切開術の対応

主に低リスク分娩を扱う医療機関 （一般病院、診療所、助産所）

○ リスクの高い妊娠に対する医療及び高度な新生児医療

○ 周産期医療システムの中核としての地域の周産期医療施設との連携

○ 周産期医療情報センター

総合周産期母子医療センター：112箇所

時間の流れ

○ 周産期医療施設を退院した
障害児等が療養・療育でき
る体制の提供

○ 在宅で療養・療育している
児の家族に対する支援

療養・療育支援

母体・新生児搬送
オープンシステム等による連携

２．周産期母子医療センターについて
周産期医療の体制

※総合周産期母子医療センター
原則として３次医療圏に１か所整備

※地域周産期母子医療センター
総合周産期母子医療センター１か所に対し数か所整備

令和３年4月1日現在

医政局地域医療計画課提供資料
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周産期母子医療センター等における週労働時間60時間以上の医師の割合

○ 調査対象施設における１週間の労働時間が60時間以上（年間時間外・休日労働時間960時間相当）以上の医師の割合に

ついては、医師全体、産婦人科医、小児科医のいずれでも、周産期母子医療センター（総合・地域）、小児集中治療管理料
を算定する医療機関の方が、週労働時間60時間以上の割合が高い。

厚生労働省「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」より集計

23%

31%

22%

28%

17%

36%

18%

32%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

医師－小児集中治療管理料なし

医師－小児集中治療管理料算定医療機関

小児科医－小児集中治療管理料なし

小児科医－小児集中治療管理料算定医療機関

医師－周産期母子医療センター以外

医師－周産期母子医療センター

産婦人科医－周産期母子医療センター以外

産婦人科医－周産期母子医療センター

週労働時間60時間以上の医師（産婦人科医、小児科医）の割合
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